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Ⅰ．序　　　論
　ガウグラー（Gaugler, Eduard）は，今日，「従業員参加の老大家」（Nestor der 
Mitarbeiterbeteiligung）と称されてい る 。この場合，従業員参加はほぼ経営パート
 （）
ナーシャフトと同義語なので「経営パートナーシャフトの老大家」といってもいい
であろう。このように呼ばれるようになったのは，何よりもフィッシャーの後を継
いで「パートナーシャフト協会」（AGP）の活動に積極的に参加しこれを精神的に支
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えてきたということばかりではなく，経営経済学者として経営パートナーシャフト
の問題に取り組み，問題状況の解明と解決方向の探求にたえず学術的に貢献を果た
してきたからに他ならない。さらに１９７７年より，１９４９年フィッシャーによって創刊
された人事労務専門誌『経営における人間と労働』（Mensch und Arbeit im Betrieb）
（１９６８年に“Personal”と改題）の共同編集者に加わり，そのことによって経営パート
ナーシャフトの理論と実践をめぐる論議に大きな鼓舞を与えるとともに，自らもそ
れに参加してきたからであろう。
　ミュンヘン大学でフィッシャーの指導の下に１９６６年に教授資格を取得し，１９６７年
からレーゲンスブルク大学の経営経済学の教授に就任した。それまではフィッシャー
の助手を務め，フィッシャーの『経営におけるパートナーシャフト』（１９５５年）や
『一般経営経済学』（１９６４年）ではその「序」において助手のガウグラーに対して謝
辞が述べられている。１９７２年にマンハイム大学に移った。その前身のマンハイム商
科大学にはかつてニックリッシュもいた伝統ある経営経済学部である。そこでアウ
グスト・マルクス（Marx, August）の講座を引き継ぐことになった。人事労務論
（Personalwesen）の講座で，正式名は「一般経営経済学・人事労務論・労働科学講
座」であった。これは１９７２年マルクスによって創設された，ドイツ語圏における最
初の人事労務論の講座であった。その後，このマンハイム大学を拠点として，とり
わけ人事労務論の領域においてたえず指導的役割を果たしてきた。『人事労務事典』
（Handwörterbuch des Personalwesens, １. Aufl., Suttgart １９７５, ２. Aufl., １９９２, ３. Aufl., 
２００４.）および『ドイツ経営管理事典』（Handbook of German Business Management， 
Stuttgart １９９０.）の編集責任者を務め，また『経営経済学の発展。専門学科の１００年―
同時にポエッシェル社の歴史』（Entwicklungen der Betriebswirtschaftslehre. １００ Jahre 
Fachdisziplin—zugleich eine Verlagsgeschichte, Stuttgart ２００２.）では編纂とともに人事
労務論の学史を担当している。まさに「ドイツにおける人事労務論の老大家」と称
されてもいいであろう。
　ヴンデーラーは，戦後西ドイツにおける人事労務論の発展を五つの方向に求 め ，
 （̎ ）
そのひとつに「責任ある経営管理・人事管理論」（Verantwortliche Betriebsführung 
bzw. Personalführung）の方向を設定し，そこに属する経営経済学者として，ニック
リッシュ，フィッシャー，コルビンガー（Kolbinger, Josef ） 
（̏ ） 
，マルク ス ，ガウグラー
 （̐ ）
などを挙げている。これは倫理的・規範的な方向である。フィッシャー，マルクス，
ガウグラーの３人はカトリシズムという共通の基盤でつながっており，さらにこれ
にカルフェラム（Kalveram, Wilhelm ） を加えると，ドイツ経営経済学におけるカト
（） 
リック学派について語ることができよ う 。ガウグラーの場合は，他の３人ほどには
 （）
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それを示す際立った著作はないが，本章で取り上げる文献以外にも明らかにそのカ
トリック的立場を示すいくつかの論稿があ る 。
 （）
　１９８３年ローマにおいて社会回勅『ラボレーム・エギゼルチェンズ』に関する 
国際会議が開催された。ガウグラーは，この会議において「経営経済的要請と 
人間主義的要請の緊張領域に立つ企業」（Das Unternehmen im Spannungsfeld 
betriebswirtschaftlicher und humanitärer Erfordernisse）というテーマで報告を行って
いる。そこにはカトリシズムに立つガウグラー経営学の基本的問題意識がきわめて
鮮明に表明されている。まず，この論稿を考察することから始めよう。
Ⅱ．企業をめぐる人間主義的要請
１．経営経済的要請と人間主義的要請
　１９８１年，前ローマ教皇ヨハネ・パウロ二世によって発布された社会回勅『ラボ
レーム・エギゼルチェンズ』（Laborem exercens）は，「第一の能動因は常に労働で
あって，生産手段の体系である資本は単なる用具もしくは用具的要因に止ま る 」と
 （）
して，「資本に対する労働の優位という原 理 」を提示した。そして「労働の主体は
 （）
人格としての人間であ る 」という基本的観点に立って，とりわけ資本主義的経済体
 （）
制に対する批判を展開した。ネル・ブロイニングは資本主義に対して「労働主義」 
（Laborismus）が主張されているという解釈を示したが，その場合，資本主義とは何
か，労働主義とは何か，という問題をめぐってカトリック社会論者たちの間で論争
が展開され た 。ガウグラーは，この論争からは距離を置いて，社会回勅の別の面に
 （）
注目した。
　「『レールム・ノヴァルム』『クワドラジェジモ・アンノ』以来，カトリック社会論
は企業と企業者に注意を払ってこなかっ た 」とガウグラーは批判する。ほとんどの
 （）
労働者が個別企業に雇用されている現状を見るとき，カトリック社会論は，企業お
よび企業者の問題を視野に収め，これを体系的・総合的に考察する必要があると主
張する。
　ヨハネ・パウロ二世が「人間は，生産手段の全体を利用しながら労働を遂行する
とき，同時に労働の成果が自分と他人に役立てられ，また自分が働いている仕事場
において生産過程に対する共同責任者（Mitverantwortlicher）・共同形成者（Mit-
gestalter）であろうとす る 」と述べるとき，労働の概念はきわめて広く把握されて
 （）
おり，資本提供者や企業者，企業管理層の労働もまた人間労働として理解されてい
る。『ラボレーム・エギゼルチェンズ』は企業および企業者の問題にカトリック社会
論の目を向けさせたと，ガウグラーはこれを高く評価する。
ガウグラー経営学と経営パートナーシャフトの構想
　労働の範疇が広く捉えられることによって，企業は，従業員（Mitarbeiter）・管理
職（Führungskräfte），企業者，資本提供者から構成された「労働共同体」として理
解される。これをさらに総括すると，企業は，従業員・企業者・資本提供者の三者
から構成された労働共同体として把握される。
　『ラボレーム・エギゼルチェンズ』は，企業および企業者の問題領域に視野を拡げ
たとはいえ，これを体系的・理論的に取り扱おうとする意図はもともともっていな
い。そこで，ガウグラーは，経営経済学の立場から，労働共同体としての企業はど
のような人間主義的要請の前に立たされているかを考察しようとする。この場合，
「人間主義的要請」（humanitäre Erfordernisse）とは，人間労働の本質に由来するとこ
ろの倫理的・規範的要請である。「労働は，人間と人間性の特別のメルクマール，
すなわち人格（Person）という特徴をもっており，労働は，この人格としての人間
の共同体において行われる。このメルクマールが労働の内的特質を規定し，ある意
味で労働の本質を形成してい る 」のである。
 （）
　ガウグラーによれば，企業は，以下の三つの事実から由来する人間主義的要請の
前に立たされてい る 。
 （）
　第１は，経営の給付過程に人間労働が投入されているという事実である。この事
実は直ちに，経営の生産過程および分配過程を人間主義的要請にどのように適応さ
せ，またこれにふさわしく形成していくかという課題を提起する。
　第２は，企業が経済社会の全体的秩序に組み込まれているという事実に由来する。
企業は，経済社会の全体的秩序の維持・形成という課題から逃れることはできない。
　第３は，企業は，自由な経済社会秩序の中で活動する営利経済的制度であるとい
う事実である。この事実からどのような人間主義的要請が導き出されてくるのだろ
うか。
　第１の事実に由来する人間主義的要請については，これを労働の人間化の問題と
して捉え，別に改めて取り上げることにしよう。ここでは，第２と第３の事実から
導き出される人間主義的要請を見ていこう。
　第２の事実に関しては，ガウグラーには別に「企業体制に対する市場経済的要請」
という論稿がある。社会的市場経済は，その倫理的根拠づけにより，またその経済
的有効性から見て，適切な経済体制として肯定されている。そして，マクロシステ
ムのミクロシステムとしての企業には，以下のような基本的要請が生まれてくる。
臼市場経済秩序の肯定と維持，渦市場に生起する需要の充足，嘘市場における危険
負担と危険負担能力，唄費用経済性（Kostenwirtschaftlichkeit），欝仮借なき市場支配
力行使の断念，である。これらの要請は，「市場経済体制の機能可能性と，自由な
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社会秩序を求める一般社会政策的目的から生じてく る 。」したがって，「企業は，そ
 （）
れぞれの社会的状況において自由な社会秩序の基礎にふさわしく行動しなければな
らな い 。」その場合，ただ受動的に適応するのではなく，「社会の構造的な発展に能
 （）
動的に参加することが求められ る 」のである。例えば，新しい需要を喚起しようと
 （）
する広告・宣伝活動は，その対象である消費者の人間性を侵害することがあっては
ならず，むしろ人間社会がより人間的で豊かな社会に発展することができるように
貢献しなければならない。ガウグラーのいう市場経済的要請とは，いうまでもなく
いわゆる市場原理主義ではない。むしろ市場原理は人間主義原理に従わなければな
らないという主張である。
　企業は営利経済的制度であるという，第３の事実は，それ自体としては純粋に経
済的事実のように見える。しかし，ガウグラーによれば，それはすでに人間主義的
要請を内包した緊張領域なのである。「企業の存続に対する脅威を早めに認識し，
その存立を確保する活動を適時に開始することは，企業経営者の中心的な課題であ
る。企業の存続のみならず雇用の確保もまたこの課題に依存しているがゆえに，こ
の課題はきわめて人間主義的な意義を有してい る 。」すなわち，市場経済において
 （）
企業が競争優位に立つべく行動することそれ自体がすでに人間主義的要請を含んで
いる。企業自体の維持・存続を通して，企業は，個人および社会に貢献していると
いうのである。
　労働共同体としての企業において，その構成員に報酬を分配する過程には常に人
間主義的要請から来る緊張領域が横たわっている。この場合，経営成果を経営構成
員に公平に分配する普遍妥当的基準というものは存在しない。「資本提供者，企業者，
従業員の間における経営経済的創造価値の分配は，経済的な自動作用によって行わ
れるのではない。人間主義的に志向する発展した産業社会においては，この分配は
直接・間接の関係者間の交渉を通して解決されるところの，永遠の課題であ る 」と
 （）
ガウグラーはいう。
　経営経済的観点に立つと，経営構成員三者のどれかひとつについての最小成果持
分は，「この持分のさらなる削減がその要素の企業からの退出へ導き，それに代わ
るものを調達できないし，また他の要素によって代替できないところで決定され る 」
 （）
という。これは，企業自体の維持の観点から経営肢体の維持を捉えようとする考え
方である。全体を犠牲にして部分を維持することはできない。したがって，分配の
源泉となる経営成果をたえず大きくすることに企業は努力せざるを得ず，このよう
な行動それ自体が人間主義的要請の命じるところとなってくるという。しかし，こ
の要請は企業エゴイズムへ導かないであろうか。これに対しては，第２の事実に由
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来する人間主義的要請が企業に責任ある行動を要求する。
　ガウグラーのいう人間主義的要請とは，すでに指摘したように，つまるところ倫
理的・規範的要請であり，企業および企業構成員にはこの要請に応える責任を課す
るものである。ヴンデーラーが「責任ある経営管理・人事管理論」の方向へガウグ
ラーを分類したのもまさにこのような意味においてであった。
２．労働の人間化と経営経済的要請
　「労働の人間化」（Humanisierung der Arbeit）は，１９６０年代末から７０年代にかけて
活発に論議されるようになり，１９７６年，ガウグラーも労働の人間化に関する研究調
査を行ってい る 。ガウグラーによれば，労働世界の人間化はすでに１９世紀半ばには
 （）
開始されており，過酷な労働条件や劣悪な労働環境を少しでも改善しようとする試
みや施策，あるいは国家による労働者保護政策や企業者の自発的な労働者福祉政策，
労働組合の労働条件改善運動なども労働の人間化として広く理解される。
　しかし，１９７０年代の労働の人間化は，「職務設計」（Arbeitsstrukturierung）の問題
として把握される。この場合，労働の人間化の運動は，極度の分業化の進行とその
結果としての人間労働の技術的従属に対する批判から出発して，労働世界を人間の
観点から再構築しようとするものである。そして，現代の労働の人間化運動の本質
的な特徴は，技術決定論（technologischer Determinismus）からの解放にある。かつ
ては技術が労働組織を規定するという技術決定論が支配的であったが，近年におけ
る技術の進歩はこのような技術決定論の限界を打破することを可能にした。
　「現代の技術は，個々の仕事場の労働内容および経営全体の労働組織を労働者の個
人的要求に方向づけるとともに，分業化された労働過程にあって自律的処理の能力
と意欲を尊重するチャンスをもたらしてい る 。」このチャンスを生かして「人間主
 （）
義的な労働組織」を形成していくことが新しい職務設計の課題であり，それが人間
主義的要請に対する対応である。
　職務設計においては，職務領域の量的・質的拡大が中心とな る 。量的拡大として
 （）
は，職務拡大（Arbeitserweiterung）と職務交替（Arbeitswechsel）があり，質的拡大
としては，職務充実（Arbeitsbereicherung）と集団自律性の創造ないし高度化
（Schafung oder Erhöhung der Gruppenautonomie）がある。
　職務の量的拡大は，確かに職務範囲の拡大をもたらすが，権限の範囲や決定権は
これによって大きく変わることはない。労働の人間化にとってより重要なことは，
職務の質的拡大である。職務充実によって個人の責任範囲と自由裁量余地の拡大が
生まれる。また，一定の職務群を複数の人間が重複して遂行できるような労働組織
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を設計すれば，個人の責任・権限範囲が拡大され，しかも職務編制上のフレキシビ
リティが高まる。
　ガウグラーによれば，「労働世界における技術の発展と労働組織の人間主義的形
態は，従業員の技能と密接な関係にあ る 。」新しい技術の出現に伴って，これまで
 （）
になかった新しい技能（Andersqualifikation）が要求されるようになる。すなわち，
「動的に発展する技術が導入され，またフレキシブルな組織モデルが適用されてい
くと，労働者の技能についての概念は固定的で静態的なものに止まることはできな
 い 。」したがって，労働の人間化は，新たに要求される技能をいかに継続的かつ効
 （）
果的に労働者に習得させるかという問題へ自ずと導かれていく。
　ここでは，当面の技能育成というよりも問題志向的・目標追求的な教育政策の展
開が求められる。さらに技能の高度化・多様化に対応するために「鍵となる技能」
（Schlüsselqualifikation）をどう習得させるかという問題がある。この場合，「鍵とな
る技能」とは，臼基本的連関を理解する能力。すなわち，それによって個別的事実
を整理することができるようになる能力，渦習得した知識を未知の新しい状況や問
題へ有効に適用できる能力，である。労働の人間化は，このように新しい技能の習
得を要請するとともに，新たに習得された技能がさらに労働の人間化を推し進めて
いくという過程を含んでいる。
　ところで，このように理解された労働の人間化は，企業の経済的目標，すなわち
経営経済的要請と両立し得るのであろうか。「人間主義的労働とは，人間にとって
意味のある労働であり，……人間がその活動を投入する意味が職業的労働によって
直接に媒介されるように，職務設計が行われなくてはならな い 。」
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　この場合，以下の三つのケースが考えられる。臼特別の費用を伴わずに実現でき
る場合，渦労働の人間化に必要とされる追加的費用以上に経済的効果がもたらされ
る場合，嘘人間主義的要請と経営経済的要請の間にコンフリクトが生じる場合，で
ある。臼と渦のケースでは人間主義的要請と経営経済的要請は調和・両立している。
問題は嘘のケースである。
　労働の人間化目標と経済的目標との間にコンフリクトが生じている場合，企業は
大きな緊張領域の中に置かれることになる。企業はそこで経済的・社会的状況に適
合した戦略を選択していかなければならない。それは，「企業の専門的能力と倫理
的責任意識に対して最高度の要請を課するものである。企業レベル（監査役会・取締
役会）や経営レベルでの労働者の共同決定によって，企業者に対する，このような
要請が弱まるわけではない。むしろ人間主義的要請と経営経済的要請との間の緊張
領域における最適解決の責任は，共同決定が行われる企業においては労働者代表に
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まで拡大され る 」のである。緊張領域に置かれた企業の行動を決定的に規定するも
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のとして，共同決定制度の問題，すなわち企業体制の問題が提起されてくる。
３．人間主義的要請と共同決定
　グロホッラ（Grochla, Erwin）の記念論文集に寄せられたガウグラーの論文「企業
政策と労働者の共同決定」は，現行の共同決定制度に対してかなり批判的な立場を
表明している。「第２次世界大戦後において企業レベルでの労働者の共同決定に結
びつけられていた期待は，これまでの経験からすると実現されていないし，たとえ
実現されたとしてもそれは企業政策的な犠牲を甘受したうえでのことであ る 」と。
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１９５１年の「モンタン共同決定法」，１９５２年の「経営組織法」，１９７２年の「改正経営組
織法」，１９７６年の「拡大共同決定法」によって規定されている，ドイツの共同決定体
制は，企業政策にどのような影響をもたらしてきたか。これがガウグラーの問題で
あるが，その評価は上述のようにネガティフである。
　この場合，企業政策（Unternehmungspolitik）とは，グーテンベル（Gutenberg, 
Erich）のいうところの“真の指導決定”（echte Führungsentscheidung）であって，
「委譲することのできない決 定 」である。ガウグラーによれば，労働者代表は，「共
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同決定法」はいうまでもなく，「経営組織法」によっても経営協議会を通して企業
政策的意思決定に関与することができる。経営協議会は，もともと社会的事項につ
いては共同決定権を有しているが，例えば経営変更のような場合には直接的な共同
決定権を行使することができる。このように共同決定制度によって，企業体制は，
一元的構造から二元的構造へ変化している。企業体制の構造的変化は企業政策の決
定にどのような影響をもたらしているか。
　二元的構造をもった企業体制において，労働者は，一方では資本所有者に対する
利害競争者・利害対立者として登場するが，他方では企業の給付パートナー，企業
パートナーとして存在する。すなわち，共同決定企業では，企業目標の設定につい
て，一面では労働者自身の利益の実現可能性という観点からアプローチし，他面で
は，企業を利益共同体として把握し，利益の共通性という観点から接近する。
　このような二重構造をもった企業体制は，果たして円滑な企業経営を助けるであ
ろうか。ガウグラーは，このような二元的構造は，労働者の譲歩を可能にするかも
しれないが，利害調整のために費やされる多くの時間と複雑な意思決定のゆえに大
きなコスト要因になると考える。さらに労働者側に目を向けると，監査役会におけ
る労働者代表の間に利害の対立が生まれる可能性があり，これもまたコスト要因に
なり得る。結局，共同決定制度は，企業政策にとって機能障害的な作用（dysfunk-
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tionale Wirkung）をもたらすという。
　では，実際に企業目的の実現に対して共同決定制度はどのような影響を与えてい
るのだろうか。この点について，ガウグラーは，１９７０年のビーデンコプフ委員会の
報告に同意する。それによれば，「被用者共同決定は，企業政策的に重要な目的に
対立するものではない。しかし，それは目的の社会的限定をもたらしている。共同
決定企業においては，企業目的の満足化傾向は見られるが，企業目的の最大化は見
られな い 」のである。さらに，企業体制の二元的構造は，雇用確保の問題や経営危
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機の問題についても二価的に作用する。共同決定機関において，労使が積極的に協
力・協働することもあれば，互いに拒絶的な反応を示すこともある。
　以上のように企業政策の観点から，ガウグラーは，労資同権的共同決定制度につ
いてきわめて否定的な評価を下すのである。このような主張の根底には，市場経済
体制における企業は，その企業政策的意思決定においては一元的構造をもつほうが
適切であるという判断が横たわっている。人間主義的要請と経営経済的要請の緊張
領域にある企業は，企業政策的決定とその責任は二重構造をもった共同決定体制に
委ねられるべきではなく，あくまで企業者にその究極の責任が託されなければなら
ないとする。これがガウグラーの共同決定観であり，企業体制観である。それはま
た彼の経営パートナーシャフト思想を特徴づけるところのものである。
Ⅲ．経営パートナーシャフトにおける経営参加と成果参加
１．パートナーシャフト的共同決定
　１９７１年から１９７４年まで４年間にわたってヴュルツベルク教会会議が開催され，そ
の決議文書のひとつとして『教会と労働者』がまとめられた。この文書は，「“労働
と資本”というシェーマは不十分であ る 」としながらも，「歴史的に存在してきた
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社会関係の重要な構造が“労働と資本”という張りつめた弓によって特質づけられ
ることは否定できな い 」として，以下のようなことを述べている。「経済の秩序は，
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（生産手段の）所有に基づく権限によってあるいは所有から由来する権限によって大
きく規定されている。このような権限を行使する者と，他人の生産手段の下で働く
ことで所得を獲得することに依存している労働者との間には，利害の共通性ととも
に利害の相違・対立および権力の不均衡が存在する。経済的・社会的な進歩があり，
パートナーシャフト的協働の必然性があったとしても，経済的給付生産に参加する
すべての者は，このような二極的対立を軽視してはならないし，否定してはならな
 い 」と。
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　この『教会と労働者』の発言について，ガウグラーは以下のような理解を示した。
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まず「社会抗争の原因をもっぱら階級的対立に求めるマルクス的モデルは否定され
てい る 」とし，むしろそこでは「資本所有者と労働者との間には並行する利害の一
 （）
致が存在することが強調されてい る 」と解釈する。利害の相違・対立および権力の
 （）
不均衡については，「経営と経済におけるパートナーシャフト的構造とパートナー
シャフト的人間行動を要請する志向は，究極的にはもともと人間間には全体的な利
害の一致というものは存在しないというところに，まさにその根拠を有す る 」とい
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う理解を示している。すなわち，そこに対立・抗争があるからこそパートナーシャ
フト的調和を求める行動が展開されるのだという。先にガウグラーは，二元的構造
をもった共同決定制度は“機能障害的な作用”をもたらすと批判したが，対立・抗
争が制度化されることがあってはならないのであり，統合の原理に立った共同決定
が制度化されなければならないのである。
　『教会と労働者』は“Mehrhaben zum Mehrsein”を強調する。今日の労働者に
とって重要なことは，分配の問題よりも労働者の人間性の問題であるという認識に
立って，職業教育の問題，労働の人間化，共同決定の問題が言及されている。「人間
は，与えられた責任の大きさと共に成長する。財産や所得の多さによってのみでな
く，責任の大きさによって人間は豊かになる。しかも人間は，自分が支配できるも
の，単独であるいは他人と共同で決定できるものについてのみ責任をもつことがで
き る 。」さらに共同決定の問題に言及する。「企業あるいは企業の監査役会における
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共同決定のあらゆる形態は，労働者の積極的参加に，すなわち参加する労働者の自
由と責任に基づかなければならない。したがって，外部に由来する権力分配や権力
変換のみを目指し，企業で働く人々の認識や意思を無視して，大部分の共同決定が
実行されるような制度は，このことからして正しいとはいえな い 」と。
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　ガウグラーはそこにパートナーシャフト的共同決定の構想が表明されていると理
解する。それは，各人の人格的価値（Personale Wertigkeit）の実現を中心に置いた共
同決定の構想である。ガウグラーはいう，「パートナーシャフト的共同決定は，不信
感の上に築かれてはならない。むしろ，それは，共同決定に参加する人々の成長と
啓発を内包し，共同責任を担う能力と意欲を生み出すものでなければならな い 」と。
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ここに，ガウグラーの共同決定思考とそれを支える経営パートナーシャフト思考が
きわめて簡潔に表明されている。それは，フィッシャー経営学から継承されてきた
思想財であり，またシュピンドラー以来「パートナーシャフト協会」の運動を支え
てきた基本的思考である。
　ガウグラーはいろいろな機会に経営パートナーシャフトの歴史について考察を
行っているが，最近の論稿として２００７年に書かれた「従業員参加の歴史的展開」
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（Historische Entwicklung der Mitarbeiterbeteiligung）がある。その中に以下のような
記述がある。
　「１９世紀および２０世紀の最初の１０年間において多くの企業は，経営における人事管
理の方法を家父長主義的様式から保護者的（protektoralen）な管理スタイルへ変化
させてきた。いくつかの企業は，経営における労働者委員会によって“立憲的工場
制度”の構想を実践した（経営委員会における労働者代表の協働の始まり）。１９２０年の経
営協議会法は，使用者と経営協議会の間の協働を要求し，それはさらに第２次世界
大戦後は１９５２年の経営組織法，１９７２年および２００１年の経営組織法の改正へと発展し
てい る 。」
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　ここで注目されるのは，いわゆる「モンタン共同決定法」の歴史については全く
触れられていないということである。現在の労資同権的共同決定制度がガウグラー
によって否定されているわけではない。ドイツの企業体制を規定する基本的枠組み
のひとつとして認識されてい る 。しかしそれにもかかわらず，労資同権原則に立つ
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共同決定は，経営パートナーシャフトの精神史とは流れを異にしていると考えられ
ている。使用者と経営協議会との間の信頼ある協働を規定する経営組織法の精神の
中に経営パートナーシャフト思考の発展を見ているのである。
２．経営パートナーシャフトと成果参加
　すでに「パートナーシャフト協会」（AGP）の定款に見たように，経営パートナー
シャフトの二つの柱のうちのひとつは，「共同で獲得した成果（Erfolg）に，または
企業の資本に，あるいはこの両者に従業員が参加すること」である。一般に経営成
果への従業員参加といわれるものがそれであり，ガウグラーには多くの文献がある
 が ，ここではその基本的見解を見るに止めておく。
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　企業が獲得した経営成果は，「三つの生産要素，すなわち企業経営者，自己資本
投下，従業員給付の三者の協働の結果である。参加基礎の大きさは要素結合の投入
に応じている。経営成果参加制度において，協働する三つの要素のひとつのみに経
済的成果が帰属するようなことがあってはならな い 。」では，この三者において経
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営成果はどのように分配されなければならないか。
　各自の貢献に応じて分配せよ，という帰属学説は，それが現実的にはほとんど不
可能であるという理由から，ガウグラーにおいては否定される。また何か市場法則
のようなものによって決定されるものでもない。「参加基礎から労働という要素に
分配されるべき持分を算出するための分配率は，一般に超経営的に確定することは
できない。それは，経営個別的に見出され る 。」経営パートナーシャフトの実践例で
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は，例えば利潤参加における分配率は企業によってまちまちであった。パウル・シュ
ピンドラー・ヴェルク社では２５％，ゼドゥス・シュトル社では５０％という具合で
あった。
　労働共同体を構成する基本要素の間で経営成果をどのように分配するかは，普遍
的な公準を探求する問題ではなく，パートナーシャフト企業がそれぞれ固有の企業
政策によって決定する問題であろう。しかし，完全に恣意的なものであってもよい
ということにはならない。ガウグラーは，分配率の決定にとって重要となる三つの
観点を指摘す る 。
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　第１に，企業経営者・自己資本投下・従業員給付という三つの要素のいずれかが
企業から駆逐されることがあってはならない。また，将来における要素投入の準備
が保持されなければならない。参加基礎額を三つの要素へ配分する場合，それらが
相互に調和し，企業の維持・発展が確保される必要がある。すなわち，企業自体の
維持および企業構成員の維持の観点である。
　第２に，企業の投資需要が財務的に可能でなければならない。従業員が経営成果
持分の全部または一部を継続的にあるいは一定期間にわたってその財務的利用を企
業に委ねる場合は，従業員の分配率は状況によってより有利になる可能性がある。
ここでは成果持分の投資的利用が中心となる。すなわち，経営の財務的均衡の維持
と資本参加の観点である。
　第３に，分配率は，長期的平均から見て，従業員を参加目標の意味において動機
づけないような最低額へ導いてはならない。したがって分配率は，企業が積極的な
結果を求めるのであれば，従業員持分には一定の最低限度を保障すべきである。す
なわち，動機づけ要因としての機能の維持の観点である。
　以上の三つの観点を考慮して分配率と参加基礎額が決定されたとして，これを参
加者各人に配分する場合，その配分方法もまた，経営パートナーシャフトによって
何をめざそうとしているか，その企業の企業政策によって個別的に決まってくる。
何か一般的な基準というものがあるわけではない。これまででしばしば利用されて
いるのは，月額あるいは年額の賃金総額に比例させる方法である。
　グスキ／シュナイダーの調査によれば，１９７６年の時点において，７７０社において従
業員の資本参加が行われ，それに参加している労働者数はおよそ８０万人で，そのう
ち７０万人は従業員株式の形態で資本参加してい る 。このような状況に関連してガウ
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グラーは以下のようなことを述べる。
　「経営パートナーシャフトの意味においてこれらの企業には大きな意義がある。カ
トリック社会論によって要請されてきた“労働と資本の再結合”に具体的に貢献し
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ているのである。このような従業員の資本参加は，集団的な財産形成の構想とは全
く異なっており，それぞれの従業員にとってそれはきわめて身近なものとなり，し
かも日常的な経験領域と結びつくという長所を有している。ますます多くの企業と
資本所有者が，経営パートナーシャフトのかかる要因に対して控え目な態度を放棄
して，資本参加という参加モデルを実現しているのは驚くべきことではな い 」と。
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　しかしながら，資本参加の最も典型的な従業員株式によって「労働と資本の再結
合」が実現され，そのことによって職場が自らのものとして果たして意識されるか
どうか，これは簡単には答えられない問題であろう。ガウグラーが上に指摘したよ
うな長所が実現されるためには，資本参加以外の多様な要因がそこに関係している
と考えられる。この問題は，かつて経営社会学者のブリーフス（Briefs, Goetz）が
「所有疎外」として提起した問題であった が ，労働者の資本参加によって直ちに解
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決されるにはあまりにも複雑かつ錯綜した問題領域である。例えば，労働疎外を克
服するために半自律的作業集団の形成が有効であるとして，この形成課題の実現に
とって果たして従業員の資本参加が必要条件となるかどうか，これも簡単には答え
られない問題である。資本参加が従業員の共同決定権を強化する方向に作用するの
であれば，あるいは有効であるといえるかもしれない。
Ⅳ．パートナーシャフト運動とガウグラー
１．「パートナーシャフト協会」（AGP）とガウグラー
　ガウグラーがいつから「パートナーシャフト協会」（AGP）と関わり合いをもつよ
うになったのかつまびらかではないが，おそらくフィッシャーの助手を務め始めた
頃からではないかと思われる。はじめは，AGPの会報“AGP–Mitteilung”の編集
を手伝ったりしていたようであるが，やがてフィッシャーが AGPの理事を引退する
と，その後を継いで同協会の理事に就任した。１９８０年に，AGPの会員が中心になっ
て財団「企業者経済における社会的変革」（Sozialer Wandel in der unternehmerischen 
Wirtschaft）が設立されると，この財団の学術顧問を務めるとともに，このときに創
設された「パートナーシャフト賞」の審査の責任を担うことになった。毎年行われ
る授賞式では審査委員会を代表して，受賞したパートナーシャフト企業について
「祝辞」の形で講評を行うのが，学術顧問としてのガウグラーの大きな役割であった。
　「パートナーシャフト賞」の授賞式で披露される，ガウグラーの講評は，受賞した
企業の経営パートナーシャフトがどのように評価されているのかという点からばか
りではなく，ガウグラーがその時点においてパートナーシャフト運動の現状と方向
をどのように認識していたかという点においても，たいへん興味深いものがある。
ガウグラー経営学と経営パートナーシャフトの構想
　マンハイム大学を拠点として展開される，ガウグラーの研究活動とその精力的な
著述活動は，それらが経営パートナーシャフトや従業員参加の問題に関連している
かぎりで，AGPを中心とするパートナーシャフト運動に直接・間接に大きく貢献す
ることになった。例えば成果参加に関する多くの論稿がまさにそれを示しているよ
うに，パートナーシャフト運動における，ガウグラーの最も大きな役割は，過去・
現在・未来を見渡しつつ経営パートナーシャフトの現状を批判するとともに，将来
に向けてパートナーシャフト運動を方向づけていくことであった。その際に基軸と
なる観点が，フィッシャー以来継承されてきた，カトリック社会論に立った経営
パートナーシャフトの思想であった。
　では，その時どきにガウグラーはパートナーシャフト運動をどのように評価して
きたであろうか。
２．パートナーシャフト運動の評価
２－１．１９５０年から１９７０年までのパートナーシャフト運動
　１９７０年に出版されたシュピンドラーの著『パートナーシャフトの実践』（Praxis 
der Partnerschaft）の末尾に，ガウグラーがコメンタールを寄せている。それは二つ
の部分から成り，第１部は「パウル・シュピンドラー・ヴェルク社の共同企業者制
度の証言力（Aussagekraft）」と題され，同社の２０年間の経営パートナーシャフト実
践について評価を試みている。第２部は「２０年間におけるパートナーシャフト構想
の一般的展開」というテーマの下で，パートナーシャフト運動２０年間の歩みについ
て考察を加えている。ガウグラーがレーゲンスブルク大学時代のことである。この
２０年間をガウグラーはどう評価していたであろうか。
　１９４９年から１９５２年の間に経営パートナーシャフトを実践する企業が急速に増えた
が，その後はゆるやかなカーブを描き，１９６０年代の末あたりから再び増加に転じて
いる。１９５０年に「パートナーシャフト協会」（AGP）が創設されるが，そのパート
ナーシャフト運動とは別のところで経営パートナーシャフトを自ら導入する企業も
見られた。この２０年間を総括して，「今日，パートナーシャフト・モデルは基本的に
検証済みのものとして証明されてい る 」とガウグラーは述べている。もっとも，１９７０
 （）
年の時点で数百の企業で経営パートナーシャフトが実践されていたとはいえ，「真の
パートナーシャフト経営の総数は未だに比較的少数に止まっていることを見過ごし
てはならな い 」と注意を促している。
 （）
　実践されている経営パートナーシャフトのモデルは，本書で取り上げた企業でも
そうであったように，当時においても企業ごとに個別的で多様であった。しかし，
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ガウグラーによれば，一定の共通した，以下の四つの傾向が見られるという。臼パー
トナーシャフト的成果参加の実践，渦資本参加への傾向，嘘経営内的情報の強化，
唄経営体制の構築，である。
臼パートナーシャフト的成果参加の実践：パートナーシャフト企業では，いった
ん導入された成果参加制度は，経済的な企業環境が変化しても中止されること
はほとんどなく，環境変化に適応させつつこれを維持している。
渦資本参加への傾向：１９５０年の AGPの定款には従業員の資本参加はまだ経営パー
トナーシャフトの構想に含まれていなかったが，６０年代の中頃から現金支給的
な成果参加から資本参加へ移行するパートナーシャフト企業が増えていく。
嘘経営内的情報の強化：パートナーシャフト企業では，企業の経済的成果に関す
る情報とそれへの参加に関する情報の提供が強化されるとともに，経営管理層
と従業員との間の双方向性の情報授受が促進される傾向がある。
唄経営体制の構築：「経営組織法」の法的枠組みを超えるような経営体制の構築が
見られる。経営における従業員の地位が強化され，経営協議会の権限が法的枠
組みを超えて拡大され，またパートナーシャフト委員会は法的に規定された経
済委員会よりも幅広い活動範囲をもっている。
　最後の「パートナーシャフト委員会」については以下のような点を指摘する。臼
経済委員会よりもその委員数が多い。渦経済委員会よりもその機能の範囲が広い。
嘘経営組織法では経済委員会の委員は使用者と経営協議会によって決定されるが，
パートナーシャフト委員会では選挙による場合が多い。唄パートナーシャフト委員
会と経営協議会の間には密接な協働関係が見られる。すなわち，パートナーシャフ
ト企業における，経営レベルの経営参加は，経営組織法よりもその構成および機能
において拡大が見られるという。
　この２０年間における重要な変化として，ガウグラーは，以下の三つの点を指摘し
ている。
　第１は，マルクス主義的な二階級モデルからの脱却である。１９５０年前後のパート
ナーシャフト運動は，シュピンドラーに典型的に見られたように，労働組合の階級
闘争路線をあまりにも敏感に意識したために，自らも労働と資本という二階級モデ
ルに強くとらわれることになった。経営体制においても使用者（企業者，資本提供者）
に対して被用者が対決しているというモデルである。ところが経営パートナーシャ
フトの実践が進展するにつれて，「企業の経営管理者層（Führungskräfte）なくして，
あるいはこれと対立して経営パートナーシャフトは実現できな い 」という認識が生
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まれ，「今やこのような認識はパートナーシャフト的構想の共有財となってい る 。」
 （）
ガウグラー経営学と経営パートナーシャフトの構想
経営パートナーシャフトの発展にとって，中間・上部管理者層をパートナーシャフ
ト構想へ組み入れていくことが必要になってくる。
　第２に，労働者の主体性の回復および基本的人権の尊重という面は，これまでの
パートナーシャフト運動では二次的ないし副次的に取り扱われてきた。「自己啓発
（Persönlichkeitsentfaltung）の促進とそれに基づいた，経営における協働がパート
ナーシャフト運動の明白な目 標 」とならなければならない。その場合，主体性の回
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復をめざす従業員教育と経営組織法に沿った人権の確立が求められる。
　 第３には，労働組合との協働である。労働組合の行動がパートナーシャフト運動
に対して抑制的な影響をもたらしてきたことは否定できないとしても，これまでの
経験からいえることは，「労働組合なくして，あるいは労働組合と対立した形で展
開される経営パートナーシャフトは，全く疑わしい大胆な企てであ る 」という。５０
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年代からすれば労働協約パートナー間の協力関係も大きく前進し，労働組合の指導
者たちも現在の経済社会秩序を原則的に肯定しこれと根源的に対立することもなくっ
ており，経営パートナーシャフトにおいて労働組合との協働を進めることは，戦後
の時代に比べるとはるかに容易になっている。
２－２．１９７０年代のパートナーシャフト運動
　１９７０年代には共同決定の領域で大きな前進があった。まず１９７２年に経営組織法が
改正され，経営レベルにおける使用者と経営協議会の信頼ある協働関係の形成と平
和義務が再確認されるとともに，労働の人間化に関して職場における共同決定権が
拡大された。パートナーシャフト運動はもともと経営組織法による経営体制を支持
してきたので，これは望ましい改正であったし，また労働の人間化による労働者の
主体性の回復と基本的人権の実現も本来めざす方向であった。１９７６年の拡大共同決
定法によって，モンタン産業以外の全産業において労働者の共同決定権が実現され
ることとなった。ガウグラーは二重構造的な企業体制に必ずしも賛成ではないが，
「これによって使用者と資本提供者に対する個別労働者とその代表者の法的地位が
確立・強化され た 」と評価している。パートナーシャフト運動の進展にとってより
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良好な環境条件が整備されてきた。
　他方，経営の超えたレベルでのパートナーシャフト，すなわち社会的パートナー
シャフトの進展については，労使間の利害対立によってややマイナスに評価される
が，それでもパートナーシャフト的な解決方向を探求しようとする労使間の志向は
以前に比べると強まっていると見ている。
　経営パートナーシャフトの歴史は，常にイニシアティフが企業者から発している
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ことを教えてくれるが，共同決定権の拡大に伴って労働者および経営協議会が経営
パートナーシャフトに強い関心を寄せるようになったのも７０年代の変化である。
　このような動向の中で「パートナーシャフト協会」（AGP）は，１９７２年にその定款
を大幅に改定した。成果参加と並んで資本参加を物的参加の基本要素に組み入れた。
他方，物的参加に対して精神的参加の意義が改めて強調されてい る 。
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　１９７０年には「第３次財産形成法」が制定され，財産効果的給付を労働協約によっ
て投資賃金として利用する道が開けた。しかし，雇用されている企業への資本参加
はほとんど進展していない。１９７０年代の中頃で，出資された資金の９８％は，口座預
金，住宅建設貯蓄，生命保険等の現金財産へ投下されている。
　このような状況について，ガウグラーは，以下のような評価を行ってい る 。
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　まず第１に，財産的貯蓄から資本参加の方向へ向かって労働者のメンタリティに
変化が生まれてきたことをガウグラーは評価する。第２に，雇用されている企業へ
の資本参加を一般に強調し過ぎるきらいがあり，資本参加を多様な財産形成政策的
ミックスのひとつとして把握する観点が必要であるという。第３に，現金的財産形
成はむしろ資本参加への前段階かつその源泉として理解すべきであるとする。資本
参加が進まないことをガウグラーは全く悲観していない。
２－３．１９８０年代以降のパートナーシャフト運動
　１９８４年の「第４次財産形成法」の制定とともに所得税法の一部改正が行われ，「財
産参加法」という新たな呼称が登場することとなった。従来の貯蓄型を主流とする
財産形成方式から資本参加の方向へ決定的な政策転換が行われた。従業員株式や受
益証券などによって企業資本へ直接・間接に参加する方法が労働者財産形成カタロ
グの中に大きく登場するようになった。「パートナーシャフト企業と AGPは，雇用
されている企業の資本への従業員の参加という実践形態をもって，自由で個別的な
財産形成形態を促進させ，集団的強制規範による財産形成を政治的に押し止めるこ
とができ た 」のである。
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　この時代の大きな変化のひとつは，経営パートナーシャフトは，企業の競争力を
高める要因として認識されるようになってきたことである。すなわち，パートナー
シャフト的企業文化およびパートナーシャフト的に形成された給付生産過程の中に
重要な成果要因が横たわっていることが認識されるようになってきたのである。現
代の経済・社会において企業はこれまでにも増してさまざまの挑戦的課題に直面し
ている。それらに適切に対応するためには，企業者的発想と責任をもって行動する
従業員がいっそう求められるようになってきた。かつてシュピンドラーが提唱した
ガウグラー経営学と経営パートナーシャフトの構想
「従業員から共同企業者へ」（“Mitarbeiter werden Mitunternehmer”）というモットー
がようやくその意味を獲得してきたのである。「今日では，共同企業者的に積極的
に参加する従業員が企業の存続と経営成果にとって必要不可欠であるという認識が
広まってい る 」とガウグラーはいう。
 （）
　１９８０年代の終わりにベルリンの壁が崩壊して東西ドイツの再統合がなされた。パー
トナーシャフト運動は旧東ドイツ部分でも展開されるようになり，とくに Manage-
ment by Outによるパートナーシャフト企業が増えている。
　ガウグラーは，１９５０年から今日に至る４０年にわたるパートナーシャフト運動を振
り返って以下のように述べている。「経営パートナーシャフトの長年の経験が教えて
くれるところでは，大規模企業よりも中規模企業の方がその構造においてより有利
な前提条件を有しているということであ る 」と。多くの場合，経営パートナーシャ
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フトは企業者のイニシアティフによって生まれてきた。ドイツの中規模企業では株
式会社よりも合資会社や有限会社の会社形態をとる企業が多い。そこでは家族経営
や独立企業者によって会社の所有構造が守られている。このことは，今後とも経営
パートナーシャフトの実践は，企業者（所有者）の個性やその創意性に待つところが
きわめて大きいことを物語っている。
Ⅴ．結　　　論
　近年，ドイツにおいても「株主価値中心主義」（Shareholder-Value-Konzept）が極
度に推し進められた。資本提供者の利益を企業政策の唯一の決定基準とする考え方
である。ガウグラーはこれを激しく批判する。「パートナーシャフト構想の代表者た
ちは，資本提供者の，企業およびその成果に対する利害を決して否定するものでは
ない。しかし，株主価値は，企業経営にとっては，同じく企業に対して正当な請求
権をもつ他の利害関係者と並んで，その目標基準のひとつにすぎない。したがって，
パートナーシャフト企業は，むしろステークホールダー原理（Stakeholder-Prinzip）
に方向づけられるものでなければならな い 」と。この場合，ステークホールダーは
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企業構成員だけではない。例えば，環境保全などもパートナーシャフト企業の目標
に含まれている。ステークホールダーのひとりである従業員については，成果参加
や資本参加などの物的参加と並んで，「従業員の人格価値へ方向づけられた人事管
理がパートナーシャフト的企業経営の中心的要素として形成されなければならな い 」
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のである。
　労資同権原則ないし労資対等原則によって監査役会を構成する企業体制，すなわ
ち「モンタン共同決定法」（１９５１年）および「拡大共同決定法」（１９７６年）によって規
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定される企業体制は，すでに今日において大企業の企業体制を構成する基本的枠組
みであるにもかかわらず，ガウグラーにおいては全面的な支持を得ていない。企業
の最高意思決定機関は一元的構造をもつべきで，現行の二元的構造は機能障害的な
作用をもたらすというのがガウグラーの主張である。この意味からすれば，「経営
組織法」（１９５２年）による，資本側２，労働側１の比率で監査役会を構成する企業体
制の方がガウグラーの主張に適うことになる。われわれは，このような共同決定思
想を「パートナーシャフト的共同決定思想」と称してきた。それは，フィッシャー
とも共有する共同決定思想であり，またシュピンドラー以来「パートナーシャフト
協会」（AGP）の運動を支えてきた思想である。
　ところが現実には，例えばベルテルスマン社やドゥレーガーヴェルク社の経営
パートナーシャフトに見られるように，労資同権原則に基づく共同決定体制と経営
パートナーシャフトがいわば同居しているのである。この両者は異質のもの同士で
あるのか，それとも同質性をもつものであるのか，本稿においては十分に考察を加
えていない。ガウグラーは，経営パートナーシャフトの精神史において異質のもの
として描いている。かつて労働組合のトゥフトフェルトは，シュピンドラーを批判
して，「労働者運動において革命的マルクス主義の後を継いだのは経済民主主義の
思想であった。利潤参加の思想はこれとは全く別の源から発してい る 」と述べたこ
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とがあった。これは１９５０年のことであったが，きわめて重要な指摘である。これをい
わば裏返しにしたものがガウグラーの経営パートナーシャフト史であるといえる。
　われわれは，別著『キリスト教経営思想―近代経営体制とドイツ・カトリシズム』
（１９９９年）において，ドイツ・カトリシズムにおいても共同決定思想について二つの
流れがあることを指摘している。ひとつの流れは，キリスト教的経済民主主義の思
想に立つもので，社会経済過程における労資協働の思想，すなわち「社会的パート
ナーシャフトの思想」から共同決定論を展開する方向である。これをわれわれは「進
歩派」と称した。いまひとつの流れは，まさに本稿で見てきたところの「パートナー
シャフト的共同決定の思想」である。フィッシャーやガウグラーの共同決定思想を
この流れに含ませてきた。これをわれわれは「保守派」と称してきた。ドイツにお
ける社会的カトリシズムの歴史は，この二つの流れの間でたえず論争が行われてき
たことを物語っているが，われわれが至り着いた結論は，ドイツ・カトリシズムの
経営思想とは「社会的パートナーシャフトの思考」と「経営的パートナーシャフトの
思考」を統合した経営思想であ り ，「経営的パートナーシャフトの思考」は「社会的
 （）
パートナーシャフトの思考」を前提としてはじめて成立し得 る ということであった。
 （）
　われわれの立場から見ると，ドイツにおける経営パートナーシャフトの運動にお
ガウグラー経営学と経営パートナーシャフトの構想
いては未だに二つの流れは並走して合流しないままである。経営パートナーシャフ
トの実践においてはすでに合流しているのであるから，この二つの流れを統合する
ような思想と理論を構築することがパートナーシャフト運動に強く求められる。少
なくとも「パートナーシャフト協会」（AGP）の定款を見るかぎり「社会的パート
ナーシャフトの思考」はまだ十分に受容されていないのである。
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